


























































































































































































































































































































































































セクシャル・ハラスメント アカデミック・ハラスメント パワー・ハラスメント等 合計
総件数 内深刻 総件数 内深刻 総件数 内深刻 総件数 内深刻
619 123 150 30 509 183 1278 336





ハラスメント 規律・法律 公的研究費 環境 研究倫理
合計
教員 職員 教員 職員 教員 教員 教員
2007 6 2 12 8 0 0 0 28
2008 10 2 10 10 3 0 1 36
2009 3 4 8 11 1 1 0 28
2010 5 5 5 7 3 0 0 25
2011 3 1 4 5 2 0 0 15
2012 5 2 1 4 1 0 0 13




























































年度 預け金 プール金 合計
金額 研究者数 金額 研究者数 金額 研究者数 研究者１人当金額
2007 5,957 41 32 3 5,989 44 136
2008 5,095 19 260 5 5,355 24 223
2009 6,340 19 432 7 6,772 26 260
2010 3,835 15 147 7 3,982 22 181





（24.7 ％）、 伝 統（21.0 ％）、 推 薦 入 学 制 度
（17.5％）、就職有利（17.5％）であり、コン
プライアンスに関連する項目は上位要因に
入っていない。従ってコンプライアンスが短
期的に大学選択に影響するという危機意識に
つながらないと見られる。但し同白書による
と周囲からの推薦（口コミ等）を重視する比
率が近年上昇（同白書では10.0％）しつつあ
り、コンプライアンスが将来的には大学選択
に影響を及ぼす可能性はある。
８－２　リスク対策とその実施
　規則・体制の整備により、リスク対策その
ものは実施されている。但し推進組織の構成
員は学内の関係者のみで形成されている場合
が多く、組織的に（身内で）行われるコンプ
ライアンス違反の防止に対しては根本的な対
策を行いにくいものと思われる。
　日本高等評価教育機構2011年度大学認証に
合格した13大学の自己評価書には、リスク対
策実施上の問題点として更に以下のような記
述も見られた。
①周知徹底（説明会等）の実施機会が少な
い。
②規則類の教職員間での共有が不十分であ
る。
③規則は制定したが実際の対応マニュアル
がない。
④ハラスメント窓口を設定しても相談者が
来ないので実態が把握できない。
⑤体制はできたが運用の細目が決まってい
ない分野がある。
８－３　点検・見直し
　マネジメントサイクルで最も重要な部分で
あり、定期的に実態を把握・点検（モニタリ
例が多い。外部監査にはほとんど言及されて
いないことが多い。
　2013年に文部科学省により発表された「研
究機関による公的研究費の管理・監査のガイ
ドラインに基づく体制整備等の実施状況につ
いて」によると、対策予算執行の把握・検証
は正しく行われている（全項目平均３として
3.53のレベル）が、それに基づく要因・背景
の把握・対策の見直し検討は（同上2.46）平
均を下回っており、大きな開きが見られた。
すなわち問題となった事案には対応している
が、それをフィードバックして新たな対策を
行うことが少ない状況である。
８．問題点
　リスクマネジメントの各段階別に考察され
た問題点を列挙する。
８－１　リスク分析
　文部科学省等の省庁の通達や指導に従って
経営資源を投入し体制を強化して来た面が強
く、主体的なリスク分析の結果で対策を決定
するというリスクマネジメント本来のプロセ
スが十分に行われていないと見られる。コン
プライアンスの分野は多岐に渡るので大学に
とって最もリスクの大きい分野に経営資源を
投入するべきであるが、個別対策組織が多い
ため他分野の対応組織との間の資源配分バラ
ンス等を合理的に決定することが困難である
ものと思われる。
　リスク分析があまり行われないもう一つの
理由として入学志願者の大学決定要因が考え
られる。日本私立大学連盟発行の「私立大学
学生生活白書2011」によると、在校生アンケー
トによる大学選択理由の上位は、通学可能性
（28.6％）、偏差値（26.0％）、研究・教育内容
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は制度改革、風土改革から取り組む。例
えば研究費等を多年度にわたり使用でき
る仕組み等を考え提案する。
４）定期的に内部監査等によって、対策効
果の測定・評価を行い、問題点を継続的
に改善する仕組みを制定する。最終的に
は外部監査等によって大学外部の意見も
傾聴する仕組みを作っておくことが望ま
しい。
５）電子的手段による通報等を活用して推
進組織が問題事案を広く察知・共有する
仕組みを整備する。
　既に経営資源が投入されてマネジメントが
起動されている以上、継続的改善で更なる効
果を求めることが合理的な今後の進め方であ
る。
　最上位の教育機関である大学が率先してコ
ンプライアンス維持のためのマネジメントサ
イクルを回すことで、社会に対して規範を示
すことができる。また学内のコンプライアン
スが継続的に維持されることで、学生にコン
プライアンスに対する意識を植え付けること
ができ、今後の社会全体のコンプライアンス
向上につながるという好循環も期待できる。
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ング）し、その結果を「見直し」という形で
改善につなげて行くべきであるが、実際には
まだあまり行われていない。外部監査、監査
結果の外部公表、見直し事例等が殆どない。
但しその必要性を感じている大学はある。推
進組織が発生事案への対応に追われ、点検・
見直しを行う人的、時間的余裕が少ないこと
もその一因といえる。
９．結論
　大学のコンプライアンス領域は多岐に渡っ
ており、各大学は領域毎のコンプライアンス
管理体制を漸進的に構築して来ており、事案
発生時の対応等で成果をあげてきた。これを
リスクマネジメントの観点から見ると、マネ
ジメントシステムが緒に就いたばかりで、特
にリスク分析、点検・見直しの各工程がまだ
不十分な状況である。コンプライアンス違反
が継続して発生した場合、長期的に大学の経
営資源を毀損するリスクが大きいため、発生
を可能な限り事前防止するために以下のよう
な管理を強めることが望まれる。
１）各分野を統合的に管理するコンプライ
アンス推進組織を作る。この組織により
統合的なリスク分析を進めることで、大
きなリスクを与える可能性のある分野を
判断して、合理的な資源配分を決定する
ことができる。
２）リスク分析の結果、リスクが大きい（財
務面だけでなく社会的評価面も含む）と
見なされる分野には経営資源の投入を大
きくする。例えば相対的に件数が多く大
学のイメージを傷つけやすい「規律・法
律違反」の防止体制を強化する等である。
３）内部規則だけでは根絶することが困難
な組織的コンプライアンス違反に対して
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